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本報告書の調査は、全日本空輸株式会社所属JA 1 0 2 Aの航空重大

インシデント他１件に関し、航空・鉄道事故調査委員会設置法及び国際民

間航空条約第１３附属書に従い、航空・鉄道事故調査委員会により、航空

事故の防止に寄与することを目的として行われたものであり、本事案の責

任を問うために行われたものではない。

航空・鉄道事故調査委員会

委員長 佐 藤 淳 造



Ⅰ 全日本空輸株式会社所属 ＪＡ１０２Ａ
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航空重大インシデント調査報告書 

 

 

   所  属 全日本空輸株式会社 

   型  式 エアバス・インダストリー式Ａ３２１－１３１型 

   登録記号 ＪＡ１０２Ａ 

   発生日時 平成１７年９月２９日 １８時５６分ごろ 

   発生場所 中部国際空港の東南東約９０km の上空 

 

 

                                          平成１８年 ６ 月２１日      

航空・鉄道事故調査委員会（航空部会）議決 

委 員 長  佐 藤 淳 造（部会長） 

委   員  楠 木 行 雄      

委   員  加 藤   晋      

委   員  豊 岡   昇      

委   員  垣 本 由紀子      

委   員  松 尾 亜紀子      

 

 

１ 航空重大インシデント調査の経過 

 

１.１ 航空重大インシデントの概要 

 本件は、航空法施行規則第１６６条の４第８号に規定された「航空機に装備された

１又は２以上のシステムにおける航空機の航行の安全に障害となる複数の故障」に該

当し、航空重大インシデントとして取り扱われることとなったものである。 

全日本空輸株式会社所属エアバス・インダストリー式Ａ３２１－１３１型ＪＡ

１０２Ａは、平成１７年９月２９日(木）、同社の定期１９８便として、大分空港から東

京国際空港へ向けて飛行中、１８時５６分ごろ、中部国際空港の東南東約９０km の上

空において、空調システムが２基とも不作動となったため、緊急降下を開始するとと

もに、乗務員の操作により乗客用酸素マスクを落下させた後、１９時３３分東京国際

空港に着陸した。 

 同機には、機長ほか乗務員５名、乗客１６６名（うち幼児１名）合計１７２名が搭
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乗していたが、負傷者はなかった。 

 

１.２ 航空重大インシデント調査の概要 

 1.2.1  調査組織 

  航空・鉄道事故調査委員会は、平成１７年９月２９日、本重大インシデントの調

査を担当する主管調査官ほか２名の航空事故調査官を指名した。 

 

 1.2.2 外国の代表、顧問 

  本調査には、重大インシデント機の設計・製造国であるフランス共和国の代表が

参加した。 

 

 1.2.3  調査の実施時期 

  平成１７年 ９ 月３０日         機体調査及び口述聴取 

平成１７年１０月 ３ 日         空調システム調査 

平成１７年１０月 ４ 日及び ５ 日    空調部品の調査 

平成１７年１０月１２日           空調部品の調査 

平成１７年１０月１３日及び１４日    空調部品の調査 

 

 1.2.4 原因関係者からの意見聴取 

  原因関係者から意見聴取を行った。 

 

1.2.5  調査参加国への意見照会 

  調査参加国に対し意見照会を行った。 

 

 

２ 認定した事実 

 

２.１ 飛行の経過 

 全日本空輸株式会社（以下「同社」という。）所属エアバス・インダストリー式Ａ

３２１－１３１型ＪＡ１０２Ａ（以下「同機」という。）は、平成１７年９月２９日、

同社の定期１９８便として、大分空港から東京国際空港へ向けて飛行していた。 

 大分空港事務所に通報された飛行計画の概要は、次のとおりであった。 

     飛行方式：計器飛行方式、出発地：大分空港、移動開始時刻：１８時１０分、

巡航速度：４６０kt、巡航高度：ＦＬ３７０、経路：ＭＰＥ（松山ＶＯＲ）～
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Ｖ４０（航空路）～ＫＴＥ（香川ＶＯＲ）～Ｖ１７（航空路）～ＸＭＣ（河和

ＶＯＲＴＡＣ）～Ｇ５９７（航空路）～ＸＡＣ（大島ＶＯＲＴＡＣ）～Ｙ

２１１（航空路）～ＷＥＳＴＮ（位置通報点）、目的地：東京国際空港、所要

時間：１時間９分、代替飛行場：成田国際空港 

持久時間で表された燃料搭載量：２時間４０分 

同機には、機長ほか乗務員５名、乗客１６６名計１７２名が搭乗し、大分空港を

１８時１６分に離陸した。同機の操縦室には、機長が左操縦席に着座してＰＦ（主と

して操縦業務を担当する操縦士）業務を、副操縦士が右操縦席に着座してＰＮＦ（主

として操縦以外の業務を担当する操縦士）業務を行っていた。 

その後の主要な飛行経過は、乗務員の口述、飛行記録装置（以下「ＤＦＤＲ」とい

う。）の記録、操縦室用音声記録装置（以下「ＣＶＲ」という。）の記録、飛行記録

集積装置（以下「ＱＡＲ」という。）の記録及び管制交信記録等によれば、概略次の

とおりであった。 

同機は、気圧高度（以下「高度」という。）３７,０００ft（キャビン高度約

７,４００ft）を飛行中、１８時４９分ごろ電子式集中化航空機モニター（以下

「ＥＣＡＭ」という。）に「ＡＩＲ ＰＡＣＫ１ ＯＶＨＴ」∗1、引き続き

「ＡＩＲ ＰＡＣＫ１ ＦＡＵＬＴ」∗2のメッセージが表示され、操縦室コント

ロール・パネルの「ＦＡＵＬＴ」ライトが点灯した。機長はＥＣＡＭアクション ∗3

によりコントロール・パネルのＰＡＣＫ１スイッチをオフとしＰＡＣＫ１を停止

した。約３０秒後、コントロール・パネルの「ＦＡＵＬＴ」ライトが消灯し、

ＥＣＡＭでＰＡＣＫ１のエア・サイクル・マシーン（以下「ＡＣＭ」という。）

のコンプレッサー出口温度がＰＡＣＫ２とほぼ同温度の約１８０℃に下がった

のを確認したので、機長はコントロール・パネルのＰＡＣＫ１スイッチをオンと

しＰＡＣＫ１をリセットした。その数秒後、ＥＣＡＭに「ＡＩＲ ＰＡＣＫ１

ＯＶＨＴ」のメッセージが表示され、再度ＦＡＵＬＴ状態となったため、機長は

ＰＡＣＫ１スイッチを再度オフとし、１８時５０分ごろＰＡＣＫ１を停止した。 

機長は、同機が巡航高度からの降下開始予定地点に近づきつつあったので、当

該地点で東京管制区管制所（以下「東京コントロール」という。）から降下の管

制指示を得た後速やかに降下することを副操縦士と打ち合わせ、３７,０００ft

での巡航を継続した。１８時５６分ごろ、ＥＣＡＭに「ＡＩＲ ＰＡＣＫ２    

 
∗1  「ＡＩＲ ＰＡＣＫ１ ＯＶＨＴ」の表示は、ＰＡＣＫ１のコンプレッサー出口温度が 2.9.1 に述べる所定

の温度に到達したことを示す。ＰＡＣＫ２についても同様である。 
∗2  「ＡＩＲ ＰＡＣＫ１ ＦＡＵＬＴ」の表示は、ＰＡＣＫ１に機器の作動を停止すべき不具合が発生したこ

とを示す。ＰＡＣＫ２についても同様である。 
∗3  「ＥＣＡＭアクション」とは、パイロットの操作すべき手順がＥＣＡＭ画面に表示されること及びそれに従

って所要の操作をすることをいう。 
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ＯＶＨＴ」、引き続き「ＡＩＲ ＰＡＣＫ２ ＦＡＵＬＴ」のメッセージが表示

された。機長は、ＰＡＣＫシステムが全て故障し、適正なキャビン高度を保つこ

とができなくなったため緊急降下を開始し、１８時５７分ごろ、東京コントロー

ルに高度１３,０００ft までの緊急降下中∗4であることを通報し了解を得た。緊急

降下開始時、機長は、副操縦士とともに酸素マスクを装着し、「エマージェンシ

ー・ディセント・チェックリスト」等一連の手順を実施した。機長は、乗客に座

席ベルトの装着を促す「キャビン・サイン」をＯＮとした時に、先任客室乗務員

（以下「ＣＰ」という。）代行業務を担当していた客室乗務員（以下「ＣＡ」と

いう。）に空調システム故障のため緊急降下中であることを説明し、そのＣＡか

ら乗客及び客室に異常はないとの報告を受けた。１８時５８分ごろ、機長は

ＥＣＡＭアクションにより、コントロール・パネルのＰＡＣＫ２スイッチをオフ

としＰＡＣＫ２を停止した。キャビン高度の上昇率は５００ft/min 以下の緩やか

なものであったが、１９時０２分ごろ、高度約１７,７００ft 通過時に、キャビ

ン高度が正常運航時の 大値である８,０００ft を超過する約８,１４０ft まで

上昇したため、機長は、副操縦士に客室の酸素マスクを落下させた。同機は、

１９時０４分ごろ、高度１０,０００ft まで降下し、機長及び副操縦士は酸素マ

スクを外した。同時刻ごろ、同機のキャビン高度は緊急降下開始後の 大値約

８,７５０ft に達した。１９時０７分ごろ、機長は、大島ＶＯＲＴＡＣの西南西

約３０nm、高度約８,０００ft で、ＥＣＡＭアクションにより「ラム・エアー・

バルブ∗5」をオープンとした。１９時０８分ごろ、機長は、「空調システムが故

障したため緊急降下したが、安全高度に達したので酸素マスクを外して良い」旨

の機内放送を行うとともに、ＣＰを通じて乗客の状態に引き続き異常のないこと

を確認した。１９時３３分、同機は東京国際空港に着陸した。 

 本重大インシデントの発生場所は、中部国際空港の東南東約９０km の上空で、発生

時刻は、１８時５６分ごろであった。 

（付図１、２参照） 

 

２.２ 人の負傷 

な  し 

 

２.３ 航空機の損壊に関する情報 

 
∗4  緊急降下に係るＥＣＡＭアクションでは、ＦＬ（フライト・レベル）１００、ＭＥＡ（ 低経路高度）又は

障害物との間隔を考慮した高度（Minimum Obstacle Clearance Altitude)のいずれか高い高度まで降下すると

規定されている。この場合は、機長が夜間であり地形の視認が困難であったことから、山岳高度との間隔を考

慮し，当初の降下高度を１３,０００ft までとした。 
∗5   「ラム・エアー・バルブ」とは、 空調システムに外気（ラム・エアー）を取り込むためのバルブである。 
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なし 

 

２.４ 航空機乗組員に関する情報  

  (1)  機 長    男性 ４８歳 

        定期運送用操縦士技能証明書（飛行機）    平成 ８ 年 ２ 月２８日 

         限定事項 エアバス・インダストリー式Ａ３２０型                 

 平成１２年 ４ 月１９日 

        第１種航空身体検査証明書           

         有効期限                   平成１８年 ２ 月 ９ 日 

        総飛行時間                  １０,０４５時間１９分 

         近３０日間の飛行時間                         ４９時間０４分 

        同型式機による飛行時間                       ２,２４６時間３７分 

         近３０日間の飛行時間                         ４９時間０４分 

  (2)  副操縦士      男性 ３４歳 

        事業用操縦士技能証明書（飛行機）       平成 ９ 年１１月１８日 

         限定事項 エアバス・インダストリー式Ａ３２０型                 

 平成１２年１０月１９日 

        第１種航空身体検査証明書           

         有効期限                   平成１７年１０月 １ 日 

        総飛行時間                   ３,０１１時間００分 

         近３０日間の飛行時間                         ４７時間３０分 

        同型式機による飛行時間                       ２,７５５時間４０分 

         近３０日間の飛行時間                         ４７時間３０分 

 

２.５ 航空機に関する情報 

 2.5.1 航空機 

  型   式                  エアバス・インダストリー式Ａ３２１－１３１型 

    製 造 番 号                           ８１１ 

製造年月日                                     平成１０年 ４ 月２１日    

耐空証明書                                         第９８－００５号 

有効期間    平成１０年４月２１日から整備規程（全日本空輸株式会社）

の適用を受けている期間 

  耐 空 類 別                          飛行機 輸送Ｔ 

  総飛行時間                      １７,０６９時間５３分 

  定 期 点 検（Ａ01C 検査、平成１７年８月６日）後の飛行時間       ３７３時間１２分 



 

 - 6 -

 

2.5.2 発動機 

  型   式    インターナショナル・エアロ・エンジンズ式Ｖ２５３０－Ａ５型 

                   No.1                          No.2 

    製 造 番 号      Ｖ１０３２６         Ｖ１０５６３ 

  製造年月日    平成１０年１月２９日      平成１１年４月８日 

   総飛行時間    １２,８７４時間５２分      １３,８２６時間１４分 

 

２.６ 気象に関する情報 

 本重大インシデント関連時間帯の気象概況は、次のとおりであった。 

   本邦は日本海から北海道東方にかけて、ゆっくり東進する高気圧帯に覆われて

おり、沖縄のはるか南東に台風１５号がゆっくりと北上していた。中部地方から

関東地方にかけて弱い北東の風が吹き、天候は曇りであった。 

 

２.７ ＤＦＤＲ及びＣＶＲに関する情報 

 同機には、米国アライドシグナル社（現ハネウェル社）製のＤＦＤＲ（パーツ・ナ

ンバー：９８０－４７００－００３）及びＣＶＲ（パーツ・ナンバー：９８０－

６０２２－００１）が装備されていた。 

 ＤＦＤＲ及びＣＶＲには、同機が大分空港を離陸してから東京国際空港に着陸する

までの記録が残されていた。 

 時刻の照合については、管制交信記録に記録されたＮＴＴの時報と、ＤＦＤＲに記

録された管制機関と交信時のＶＨＦ送信機のキーイング信号を対応させることにより

行った。 

 空調装置の作動については、同機に搭載されていたＱＡＲのデータを使用した。 

 

２.８ ＤＦＤＲ等による空調システムに係る状況の推移 

 18:15:31 大分空港離陸 

 18:43:12 巡航高度３７,０００ft(キャビン高度７,４００ft)に到達 

 18:49 ごろＰＡＣＫ１のコンプレッサー出口温度 

約２３０℃に４回到達 

 18:49:22 ＥＣＡＭウォーニング「ＡＩＲ ＰＡＣＫ１ ＯＶＨＴ」∗6表示 

  〃   ＥＣＡＭウォーニング「ＡＩＲ ＰＡＣＫ１ ＦＡＵＬＴ」表示 

 18:49:38 ＰＡＣＫ１スイッチ オフ 

 
∗6  ＰＡＣＫのＯＶＨＴ及びＦＡＵＬＴの表示並びにＰＡＣＫスイッチの操作時刻はＤＦＤＲ及びＱＡＲに記

録されていないが、他の関連する記録等と照合して、時刻及び事象を記述した。 
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   〃     フロー・コントロール・バルブ（以下「ＦＣＶ」という。）１の流量低

下開始 

 18:49:40 ＦＣＶ１フル・クローズ 

 18:50:10 ＰＡＣＫ１スイッチ オン 

   〃     ＦＣＶ１流量増加開始 

 18:50:14 ＥＣＡＭウォーニング「ＡＩＲ ＰＡＣＫ１ ＯＶＨＴ」表示 

  〃    ＥＣＡＭウォーニング「ＡＩＲ ＰＡＣＫ１ ＦＡＵＬＴ」表示 

 18:50:24 ＰＡＣＫ１スイッチ オフ 

   〃     ＦＣＶ１の流量低下開始 

 18:50:26 ＦＣＶ１フル・クローズ 

 18:55:58 ＰＡＣＫ２のコンプレッサー出口温度約２６０℃に到達 

   〃     ＥＣＡＭウォーニング「ＡＩＲ ＰＡＣＫ２ ＯＶＨＴ」表示 

〃    ＥＣＡＭウォーニング「ＡＩＲ ＰＡＣＫ２ ＦＡＵＬＴ」表示 

 18:56:07 高度３７,０００ft から緊急降下開始 

 18:57:19 東京コントロールに１３,０００ft までの降下を通報 

 18:58:05 ＰＡＣＫ２スイッチ オフ 

   〃     ＦＣＶ２流量低下開始 

 18:58:06 ＦＣＶ２ フル・クローズ、キャビン高度増加開始 

 18:59:29 東京コントロールに１０,０００ft までの降下を要求 

 19:01:50 高度１７,７００ft（キャビン高度８,１４０ft）通過  

  〃   客室酸素マスク落下 

 19:04:39 高度１０,０００ft（ 大キャビン高度８,７５０ft） 

 19:05:33 東京コントロールに８,０００ft までの降下を要求 

 19:07:43 ラムエアー・バルブ オープン 

 19:08:05 客室酸素マスクを外して良い旨のアナウンス 

 19:08:07 ８,０００ft レベルオフ 

 19:33:13 東京国際空港着陸 

（付図３参照） 

 

２.９ 事実を認定するための試験及び研究 

 2.9.1 空調システムの概要 

   (1) 同機に搭載している空調システムは、操縦席の空調コントロール・パネル

でセットした空調状態を保つように、ＰＡＣＫ温度コントローラー（以下

「ＰＴＣ」という。）及びゾーン温度コントローラーにより、自動的に制御

される。 
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      左右エンジンのブリード・エアは、対応するそれぞれのＦＣＶ、ＰＡＣＫ

を経由し、ミキシング・ユニットに導かれた後、操縦室、前方客室及び後方

客室の３つのゾーンに供給される。 

   (2) ＦＣＶのフローは、ＦＣＶ管内のバタフライの開度により制御される。 

(3) ＦＣＶのフローには次の３段階があり、ＥＣＯＮフロー及びＮＯＲＭＡＬ

フローについては、操縦室のコントロール・パネルで選択される。 

     ＥＣＯＮフロー（８０％）     １００％のフローを必要としない経済

運転時に使用する。 

     ＮＯＲＭＡＬフロー（１００％）   ２基のＰＡＣＫによる通常の運用状態 

ＨＩＧＨフロー（１２０％）     １基のＰＡＣＫの停止時に使用する。

他のＰＡＣＫは自動的に１２０％フ

ローとなる。 

(4) 緊急時には、ラム・エアー・バルブを開けて外気（ラム・エアー）を取り

いれ、ミキシング・ユニットに外気を供給できる。 

(5) ＰＡＣＫ ＯＶＨＴ警報灯は、コンプレッサー出口温度が次の条件のいず

れかを満たしたとき点灯する。 

    ① ２３０℃:４回(リセット後は１回) 

    ② ２６０℃:１回 

(6) コンプレッサー出口温度に対応したオーバーヒート・プロテクション機能

は次のとおりである。 

    ① ２０５℃に達したとき、ＰＴＣはラム・エアー・ドアー（以下「ＲＡＤ」

という。）をそれ以上クローズ方向に作動しないようにコントロールする。 

② ２１０℃に達したとき、ＰＴＣはＲＡＤをフル・オープンさせる。 

    ③ ２３０℃に達したとき、コンプレッサー・ニューマチック・オーバーヒ

ート・センサー（以下「ＣＰＮＯＨ」という。）のプレッシャー・リリー

ス（ベントの放出）により、ＦＣＶはクローズ方向への駆動を開始する。 

    ④ ２６０℃に達したとき、ＣＰＮＯＨのプレッシャー・リリースにより

ＦＣＶはフル・クローズとなる。 

(7) 飛行中、１基のＰＡＣＫが故障したときの 大運用高度は２基のＰＡＣＫ

が稼動しているときと同じ３９,０００ft である。 

       初から１基のＰＡＣＫのみで飛行するときの 大運用高度は３１，５００

ft である。 

 （付図４参照） 

 

 2.9.2 空調システムの整備方式等 
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  同社では、空調システムの構成部品のうちＦＣＶ及びＣＰＮＯＨに係る整備は、

整備規程に基づき、信頼性管理方式∗7により行っている。ＦＣＶは、過去の取り卸

し実績を勘案して必要に応じ技術対策を取る装備品に指定されている。Ｐ１部フィ

ルターは、ＦＣＶを取り卸すたびにクリーニングを実施しており、前回の取り卸し

までにオーバーヒート事象は生起していない。ＣＰＮＯＨは、ＦＣＶとは異なる取

り扱いであり空調システムのモニターを通じて管理されており、過去の取り卸し実

績はほとんどなかった。 

 

 2.9.3 空調システム構成部品の検査 

  同機の空調システムのうち、ＦＣＶ１、２及びＰＡＣＫ１、２を全て取り卸し、

各部品毎に製造者の指定する方法に基づく機能検査及び分解検査を行った。取り卸

した部品のうち本重大インシデントに関係するものは以下のとおりである。 

 

N0.1 部品番号 N0.1 製造番号 N0.1 TSCO∗8 N0.1 TT∗9 
部品名 

N0.2 部品番号 N0.2 製造番号 N0.2 TSCO N0.2 TT 

751B0000-02 10307 4,532h 10,194h 
ＦＣＶ 

751B0000-02 10261 4,159h   9,642h 

 

 

N0.1 部品番号 N0.1 製造番号 
部品名 

N0.2 部品番号 N0.2 製造番号 
TT (NO.1 及び NO.2) 

766A0000-01 02174 
ＣＰＮＯＨ 

766A0000-01 02205 
17,069h 

 

 

 

当該検査の結果、発見された主な不具合は以下のとおりであった。 

なお、吐出量は１００％フロー時の計測値のみを表記した。他のフロー段階にお

いても同様の傾向が認められた。 

 

 
∗7  「信頼性管理方式」とは、運航中の装備品の状況をデータによって把握するモニタリングや特定の装備品を

サンプリングにより取り卸して状況を把握することにより、適切な整備時期や整備内容を決定する方式 
∗8  「TSCO」とは、前回のオーバーホールからの使用時間（TIME SINCE CONDITIOANAL OVERHAUL） 

∗9  「TT」とは、総使用時間（TOTAL TIME） 



 

 - 10 -

 ＦＣＶ１ ＦＣＶ２ 

動圧を 

かけた 

状態∗10 

121.3ppm(pound/min） 

(基準 86.9-93.4ppm） 

102.8ppm 

(基準 86.9-93.4ppm） 

192mbar 

（基準 105-115mbar） 

128mbar 

（基準 105-115mbar） 

 

 

 

機 

能 

検 

査 

 

静圧を 

かけた 

状態∗11 Ｐ１部のフィルター∗12を

新品に交換後 

122mbar 

Ｐ１部のフィルター 

を新品に交換後 

114mbar 

Ｐ１部の

フィルター

目詰まり 

5.63psig 

(制限値（上限）0.87psig)

2.06psig 

(制限値（上限）0.87psig) 

内部の摺動、接触部に汚染 

Ｐ１部のフィルター下流に位置する G11 ジェット近傍に黒

いすす状の痕跡 

 

分 

解 

検 

査 

 

汚染状態 

汚染度大 汚染度小 

 

 ＣＰＮＯＨ１ ＣＰＮＯＨ２ 

機能検査 
リーク・チェック及びファンクショナル・チェックのいずれ

も基準範囲外 

分解検査 汚染度大(異物の付着及び目詰まり) 

 （付図４、５参照） 

 

 

３ 事実を認定した理由 

 

３.１ 機長は、適法な航空従事者技能証明及び有効な航空身体検査証明を有していた。 

 

 
∗10  実際のブリード・エアと同等の空気をＦＣＶに流して検査する。吐出量は流量値で示す。 
∗11  実際の場合と同じ静圧だけをかけて検査する。吐出量は圧力値で示す。 
∗12  フィルターは、ブリード・エアーに含まれる異物を取り除くため、ＦＣＶ内の圧力信号を取り入れるＰ１

プローブ内に取り付けられる。 
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３.２ 同機は、有効な耐空証明を有し、所定の整備、点検が実施されていた。 

 

３.３ 当時の気象は、本重大インシデントに影響を及ぼさなかったものと推定される。 

 

３.４ 解析 

3.4.1 空調システムが不作動となった主たる要因 

2.9.3 に述べた検査結果から、同機の空調システムに不具合が発生した主たる要

因は次のとおりであると推定される。 

(1) ＦＣＶ 

Ｐ１部のフィルターの目詰まりによりＦＣＶの正常な流量制御機能が損な

われ、乗務員が設定した要求値（１００％）に対してＦＣＶ１で１３０％、

ＦＣＶ２で１１０％を超えるフローが、それぞれのＰＡＣＫに対して供給さ

れた。 

         なお、ＦＣＶ２では、ＰＡＣＫ１ オフ時に、自動的にハイ・フロー・モード

に切り替わった際、１２０％の要求に対して１３０％のフローがＰＡＣＫ２

に供給された。 

(2) ＣＰＮＯＨ 

        汚染の影響により、温度変化に応じた正常なプレッシャー・リリース機能

が損なわれていた。このため、コンプレッサー出口温度が２３０℃を超えた

とき、ＦＣＶのクローズ方向への駆動が阻害される結果となった。 

        すなわち、オーバーヒート・プロテクション機能が開始される温度がハイ・

シフト∗13し、プレッシャー・リリースに遅れが生じた。 

   (3) 汚染原因 

      上記(1)及び(2)の事象は、空調システムの上流に位置するエンジンの圧縮

機等から供給されるブリード・エアーに汚染物質が含まれていたことが根本

原因と推定されるが、ブリード・エア汚染の具体的な状況を解明することは

できなかった。 

空調システムの構造上、地上運転時のＡＰＵからの空気源を含むブリー

ド・エアーに、ある程度の汚染が含まれることは避けられないため、空調シ

ステムの製造会社は、この汚染がシステムの作動に悪影響を及ぼさないよう

各種の対策を講じている。上記(1)に述べたＰ１部のフィルターは新型のもの

が開発されており、同社（全日本空輸株式会社）では計画的にＦＣＶを改修

し新型フィルターを装着することとしているが、同機のＦＣＶは従来型のも

 
∗13  「ハイ・シフト」とは、プレッシャー・リリースの開始温度が設定値より高くなることをいう。 
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のであった。 

 

3.4.2 ＰＡＣＫ ＦＡＵＬＴに至る経過  

  ２.１及び２.８で述べた空調システムに係る一連の状況がどのようにして生起し

たかを、主として 3.4.1 で述べた不具合要因との関係から推定すると次のとおりで

ある。なお、各項目の 後に示したアルファベット小文字は付図３に示したアルフ

ァベット小文字に対応している。 

   (1) ＰＡＣＫ１ 

①  ２台のＦＣＶのフロー調整がハイ・シフトしていたため、２基のＰＡＣＫに

正常状態よりも多いフローがＡＣＭに流入した。このため、コンプレッサー

の回転スピードが増加し、それに伴いコンプレッサー出口温度が正常状態

より上昇した。一方、ＡＣＭのタービン回転数が増加したことからＰＡＣ Ｋ

出口温度は正常状態より低下した。・・・ａ 

    ② ２台のＰＴＣは、各ゾーンにおける設定温度に応じたＰＡＣＫ出口温度

を達成するため、ＲＡＤをクローズ方向にコントロールした。・・・ｂ 

    ③ ＰＴＣを通じたコントロール（コンプレッサー出口温度に対応したＲＡＤ

及びバイパス・バルブの駆動）には限界があり、再びコンプレッサー出口

温度は上昇、ＰＡＣＫ出口温度は低下した。・・・ｃ 

    ④ コンプレッサー出口温度はその後も上昇を続け、ＰＡＣＫ１のコンプレ

ッサー出口温度センサー（以下「ＣＤＳ」という。）が２０５℃を感知、

ＰＡＣＫ１ ＰＴＣはＲＡＤをそれ以上クローズ方向に作動しないように

コントロールした。・・・ｄ 

    ⑤ 更にＰＡＣＫ１のコンプレッサー出口温度は上昇を続け、ＣＤＳが２１０℃

を感知、ＰＡＣＫ１ ＰＴＣはＲＡＤをフル・オープンとなるように作動

させた。・・・ｅ 

    ⑥ その後ＰＴＣによるコントロールでＰＡＣＫ１のコンプレッサー出口温

度は２３０℃付近で安定したものの、２３０℃を４回超えてしまいＥＣＡ Ｍ

ウォーニングが作動した。この時点でＣＰＮＯＨは汚染の影響により、

オーバーヒート・プロテクションが開始されなかった。すなわち、ＦＣＶ １

をクローズさせるためのＦＣＶ１チャンバーからのプレッシャー・リリー ス

が開始されなかった。・・・ｆ 

    ⑦ 乗務員の「ＰＡＣＫコントロール・スイッチ」オフ操作によりＦＣＶ１

はクローズし、その結果コンプレッサー出口温度が低下してウォーニング

が消えたため、乗務員は再度ＰＡＣＫコントロール・スイッチをオンにし

た。・・・ｇ 
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    ⑧ 上記操作の約４秒後、ＰＡＣＫ１のコンプレッサー出口温度は２０５℃

に達し、再びＥＣＡＭウォーニングが作動、乗務員のＰＡＣＫコントロー

ル・スイッチ オフ操作により、ＰＡＣＫ１はノー・フロー状態となっ

た。・・・ｈ 

(2) ＰＡＣＫ２ 

    ⑨ ＰＡＣＫ１をオフとしたことから、ＰＡＣＫ２は自動的にハイ・フロー

運転に遷移したが、ＦＣＶ２のハイ・シフトにより基準値（通常フローの

１２０％）を越すフロー（通常フローの１３０％）がＡＣＭに流入し、コ

ンプレッサー出口温度は急激な上昇を開始した。・・・ｉ 

    ⑩ ＰＡＣＫ２のＣＤＳが２０５℃及び２１０℃を感知しＰＴＣがＲＡＤを

フル・オープンさせたため、コンプレッサー出口温度の上昇率は若干抑え

られたものの、低下させるには至らず上昇を継続した。・・・ｊ 

    ⑪ コンプレッサー出口温度が２６０℃に到達しＥＣＡＭウォーニングが作

動、同時にフローが減少を開始した。この現象は、本来ならばＣＰＮＯＨ

が作動を開始する２３０℃でのオーバーヒート・プロテクションのタイミ

ングが汚染のため遅れが生じ、２６０℃付近で開始したことによる。・・・ ｋ 

⑫ フローはいったん減少したが、再び増加を開始した。この現象は、ＦＣＶ２

がクローズ・シフトしたためにコンプレッサー出口温度が低下し、ＣＰＮＯ Ｈ

のプロテクションがリセットされたことによる。・・・ｌ 

     ⑬ ＦＣＶ２のオープンに伴いフローが一瞬増加した後、乗務員のＰＡＣＫ

コントロール・スイッチ オフ操作によりＰＡＣＫ２もノー・フロー状態

となった。・・・ｍ 

 （付図３参照） 

 

３.５ 空調システムの整備 

 2.9.3、3.4.1 及び 3.4.2 に述べたように、本重大インシデントでは、性能低下が認

められたＦＣＶ及びＣＰＮＯＨの影響によりＰＡＣＫを２基とも停止しなければなら

ない状況に至った。本重大インシデントのように同時に２基のＰＡＣＫが停止する確

率は極めて低いと考えられることから、2.9.2 で述べた整備方式が採用されているも

のと推定される。しかしながら、２基のＰＡＣＫが停止した場合は、運航の安全に大

きな支障を来たすことを考慮し、空調システムの作動状況のモニター等により、所要

の部品の修理交換等が適切に行われるよう改善が必要である。 
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４ 原 因 

 

 本重大インシデントは、空調システムの構成部品（ＦＣＶ及びＣＰＮＯＨ）の汚染

による性能低下のため、正常な空調機能が損なわれ、空調システムの継続的使用がで

きなくなったことによるものと推定される。 

 

 

５ 参考事項 

 

５.１ 同社がとった処置 

同社は、同様の事態の再発を防止するため、次の処置をとった。 

   (1) ＦＣＶの改修（Ｐ１プローブに新型フィルターを装着する。恒久的措置） 

   (2) 従来型ＦＣＶ Ｐ１部フィルターを一定時間毎に交換することとした。(改修

完了までの暫定的措置) 

   (3) ＣＰＮＯＨの整備済みのものへの交換 

   (4) 飛行中の機体のＰＡＣＫモニタリング体制の構築 

 

５.２ エアバス社の技術情報 

 本重大インシデント発生前にエアバス社が発行した空調システム関連の技術情報の

うち、本重大インシデントに関係し、今後とも参考になるものは次のとおりである。 

 なお、同社（全日本空輸株式会社）では、本重大インシデント発生前にこれらの技

術情報に関して対応済みであった。 

(1) Pressure Probes and Filter for FCV 751xx(TFU REF:21.51.51.008) 

(2) FLOW CONTROL VALVE-INSTALLATION OF AN AIR FILTER(SIL NUMBER:21-101) 

(3) HOT DAY-CABIN COOLING CAPABILITIES(SIL NUMBER:21-094) 

 





付図２　エア・バスインダストリー式
　　　　Ａ３２１－１３１型三面図
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付図３ 空調システムに係る状況推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

アルファベット小文字は、3.4.2 の記述に対応している 
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≪参 考≫

本報告書本文中に用いる解析の結果を表す用語の取扱いについて

本報告書の本文中「３ 事実を認定した理由」に用いる解析の結果を表す用語は、

次のとおりとする。

①断定できる場合

・・・「認められる」

②断定できないが、ほぼ間違いない場合

・・・「推定される」

③可能性が高い場合

・・・「考えられる」

④可能性がある場合

・・・「可能性が考えられる」


